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１．はじめに
　保育所では発達障害やその疑いのある乳幼児が増加しているという実感を持つ保育士が多く
（池田ら，2007）、専門的な知識やコミュニケーションに関する技術等が必要であると認識し
ている（松尾，2012；別府ら，2011）。しかし、統合保育を行うことに不安や負担感を抱く保
育士も多い。例えば、松尾（2013）が121名の現役保育士へ行ったアンケート調査によれば、
障害児の保育に不安になったことがある保育士が約7割おり、障害児保育の経験のない保育士
を除けば８割の保育士が不安を抱えている。一方で、障害児が定型発達児とともに適切な支援
のもと集団活動に参加することによって、対人的な意識が向上したり、身辺自立や模倣行動が
促進されることが報告されている（金・園山，2008；熊谷ら，2012）。以上のことから、障害
児に対する適切な支援や保育を行うために、養成校では「障害児保育」に関する授業内容を充
実させることが求められている（松井，2006；真鍋，2009）。また、厚生労働省（2013）は障
害児保育の教授目標の中に、「障害のある子どもの保育の計画を作成し、個別支援及び他の子
どもとのかかわりのなかで育ち合う保育実践について理解を深める」としているように、個別
の支援や配慮をしながら集団の中で保育を行っていく技能獲得の必要性を示している。
　熊谷ら（2014）は、個々の幼児に応じた工夫を行うことによって子どもたちが集団活動を通
して育っていける統合保育を実践できる保育者の育成を目標に「障害児保育」の授業を構成
し、その教育効果を測定した。具体的には、授業内容に個別的配慮を行うために必要な障害に
対する基礎的知識の習得をめざして障害児の映像資料を取り入れ、障害児保育に関する実践的
な手法を学ばせるために、保育所でよく見られる発達障害の事例についてのディスカッション
を行った。その授業の効果について、将来学生が『障害児が他の幼児とともに集団活動に参加
できるよう工夫する』という行動の実行可能性を高めることに繋がったのか、という視点から
評価した。将来の行動遂行予測に関する質問紙作成は、Ajzen（1991）が提唱した計画的行動
理論（Theory of Planned Behavior：TPB）に基づいている（図１）。この理論によれば、行
動の遂行には「意図」が先行し、その強さは各々２つの要素を含む3要因、すなわち「態度」（行
動の重要性に対する認識：価値評価、行動に対して惹起される感情：情動的態度）、「主観的規
範」（他の人は実行すべきと考える：命令的規範、他の人は実行する：記述的規範）、「統制可
能感」（行動遂行は自分次第：行動統制感、行動遂行の容易さ：自己効力感）により規定され
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る（Conner & Sparks, 2005）。また、「意図」と「統制可能感」の強さは行動の遂行可能性に
直接影響を与える。この質問紙の結果から、授業前よりも授業後で統制可能感の下位項目であ
る自己効力感の数値が有意に上昇したので、授業の中で具体的なイメージを持たせたり、実践
的方法について考えさせたりすることが行動の可能性を高めると考えられた。
　しかし、養成校のカリキュラムの中では、上述の研究で行った「障害児保育」の受講後にも、
保育全般に関わる科目を受講したり、教育実習（幼稚園）や保育実習Ⅰ（施設）、保育実習Ⅱ（保
育所）あるいは保育実習Ⅲ（施設）など、多様な実習を経験する。実習の中で障害児とかかわ
る機会や、保育者の障害児への対応を観察することもあるだろう。講義、演習や実習を経験す
ることで、直接障害児に関する指導を受けていなくても、『障害児が他の幼児とともに集団活
動に参加できるよう工夫する』という当該行動を促進する効果を持つことは考えられる。した
がって、熊谷ら（2014）で観察された自己効力感の上昇が「障害児保育」の受講によるものか
を検討するためには、障害児保育に特化したものではない実習や講義、演習等の影響も測定す
る必要がある。厳密には同時期に障害児保育を受講しない学生との比較を行うことで仮説検証
することができるが、それは困難なので、障害児保育受講後の実習や講義受講後の結果から検
討することとした。
　したがって本研究では、保育士養成課程における障害児保育に特化していない保育士資格お
よび幼稚園教諭免許の取得を目的とした講義や演習、および実習などの学びによって、将来、
「障害児が他の幼児とともに集団活動に参加できるよう工夫する」行動の実行可能性に影響を
与えるのかを検討する。また、実習園の担当クラスにおける障害児在籍の有無が各要因への促
進効果につながるかを調べる。
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図１　計画的行動理論（TPB）の概念図
（Ajzen, 1991より作成）
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２．方法
（１）対象者
　熊谷ら（2014）の報告で分析対象だった者のうち、２年次に教育実習、保育所実習を経験し
た学生49名とした。実習時に障害児が担当クラスに在籍していた対象者（有群）が27名、いな
かった対象者（無群）が22名であった。
（２）質問紙
　熊谷ら（2014）が使用した質問紙の中で分析対象とした項目を使用した。標的行動は「障害
児が他の幼児とともに集団活動に参加できるよう工夫する」とし、計画的行動理論に基づいて、
意図、態度（下位項目：価値評価、情動的態度）、主観的規範（下位項目：命令的規範、記述
的規範）、統制可能感（下位項目：行動統制感、自己効力感）に関する質問項目として各２項
目ずつで全14項目であった。さらに、主観的知識に関する項目を１項目と、社会的望ましさに
関する項目（BIDR）を２項目とした。これは、社会的望ましさによるバイアスによって回答
の歪みの大きい対象者を除外するためであった。それぞれ、７件法で回答させた。また、その
項目以外に以下の質問項目を付け加えた。①２回生で行った実習先（保育所、幼稚園）に障害
児在籍の有無、②実習で入ったクラスにおける障害児在籍の有無、③障害児が在籍していた場
合に、設定保育をする際に行った配慮についての３項目とし、①、②は「はい」、「いいえ」の
二件法、③は自由記述で回答を求めた。
（３）手続き
　「障害児保育」（１年次後期）の１回目授業前（pre）と、最終授業後（post）、２年次後期の
著者担当科目の最後の授業後（final）に質問紙を行った。対象者内の変化を見るために学籍番
号のみ記入させた。成績には関係ないこと、統計的分析を行うことを伝えた。
　本研究ではpostとfinalの結果を比較した。
（４）分析
　各質問への回答について、最も否定的なものを１点、最も肯定的なものを７点として点数化
した。各要因の下位項目は各２項目ずつで構成されているので、その２項目の値の平均値を求
め、下位項目得点とした。
　質問紙の回答の中で、以下の３つの内容に該当する対象者は分析から除外した。①空欄のあ
る者、②どちらとも言えないにあたる回答が10項目以上続く者、③BIDRについての２項目が
どちらか一方でも最高点を示した者について、それ以外の対象者の平均値（76.5点）から2SD
以上の得点（92.2点）を示した者を６名除外し、43名とした。このうち、実習時に障害児が担
当クラスにいた対象者（有群）が25名、いなかった対象者（無群）が18名であった。
（５）統計処理
　postとfinalの変化の検定については、Wilcoxonの符号化順位検定を用いた。群間差の検定に
はMann-WhitneyのＵ検定を用いた。
３．結果および考察
（１）障害児保育受講後から２年終了時の変化
　各下位項目の中央値、四分位偏差を表１に示した。
　意図（Z=-1.4, n.s.）価値評価（Z=-1.3, n.s.）情動的態度（Z=-0.8, n.s.）命令的規範（Z=-0.2, n.s.）
行動統制感（Z=-1.4, n.s.）自己効力感（Z=-1.1, n.s.）には統計的に有意な差はなかった。行動
に直接影響を与える意図や、統制可能感に関わる項目の得点に変化がなかったことは、障害児
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保育に特化しない実習や専門科目全般
による学びだけでは、将来に『障害児
が他の幼児とともに集団活動に参加で
きるよう工夫する』行動の実行可能性
が高まりにくいことを示唆している。
一方で、１年次での障害児保育の受講
後に上昇していた「自己効力感」は、
約１年後の２年次後期にも低下せずに
保たれていることが確認できた。
　有意に変化した項目は主観的規範の
下位項目である記述的規範であった
（Z=-2.0, P<.05）（図２）。また、図３
にヒストグラムを示したが、障害児保
育の授業後では中間の値が最も多いの
に対し、２年次終了時点ではプラ
スの方向へシフトしている。
　記述的規範は「尊敬する保育士
や同じ道を目指す友人が当該行動
を行うか」に関する項目であった。
この項目は図１に示したように、
直接には行動の実行可能性を押し
上げる要因ではない。しかし、「意
図」を高める要因の一つとして、
間接的に行動の実行可能性を高め
ることに寄与するものである。ま
た、保育者としての意識を高める
要因の一つとして重要な要素でも
＊0.5％水準で有意差あり 
post final post final post final
中央値 5.000 5.500 5.000 5.000 5.000 5.000
四分位偏差 0.875 1.000 0.875 0.750 0.500 0.500
post final post final post final post final
中央値 4.000 4.500 4.500 5.000 4.500 4.500 3.500 3.500
四分位偏差 0.500 0.375 0.750 0.750 0.500 0.500 0.500 0.500
自己効力感
意図 価値評価 情動的態度
命令的規範 記述的規範＊ 行動統制感
図３　記述的規範のヒストグラム
図２　記述的規範のpostとfinalの比較
※垂直線（ひげ部分）の最上部は最大値、最下部は最小値。
箱上部は第３四分位、箱中央線は中央値、箱下部は第１四分位である。
表１　各下位項目の中央値と四分位偏差
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ある。学びの中で保育者の役割意識が芽生え、保育者という集団の一員として、規範的な概念
が確立されてきたのではないだろうか。多くの実習を経験する中で、保育者が障害児に対して
行う支援などを見て、『障害児が他の幼児とともに集団活動に参加できるよう工夫する』とい
う行動が望ましい行動であるという認識が高まったのだろう。今回観測できた「障害児保育」
以外の保育士資格および幼稚園教諭免許の取得を目的とした講義や演習、および実習などの影
響による記述的規範の上昇は、今後、障害児保育に特化した実習や授業などによって「命令的
規範」、すなわち社会から要請されている行動であるという認識を高めたり、あるいは行動に
対する「態度」を高められれば、意図の上昇につながると期待できる。
（２）実習担当クラスの障害児の有無による影響
　障害児保育受講後（post）と実習後の質問紙（final）の各下位項目について、それぞれ差分
値を求めた。その差分値について有群と無群の差の検定を行った。どの下位項目・要因も有
意な差はなかった（意図：Z=-0.39, n.s.,  評価：Z=-0.84, n.s., 情動的態度：Z=0.27, n.s., 命令的
規範：Z=-0.21, n.s., 記述的規範：Z=-0.26, n.s., 行動統制感：Z=-0.93, n.s., 自己効力感：Z=-1.14, 
n.s.）。したがって、実習担当クラスに障害児がいたかどうかは将来的行動には影響を与えない
と考えられる。
　自由記述から、担当クラスに障害児がいても、担任に任せていたとの報告が多かった。この
ことから、直接障害児に関わることが少ないので、障害児への対応についての理解は深まらな
かったのかもしれない。また、実習後に障害児の保育について振り返る機会がほとんどなかっ
たことも一因だろう。
４．まとめ
　障害児保育に特化しない実習経験や専門科目の学習によっては、主観的規範の下位項目であ
る記述的規範で上昇が見られたが、将来、『障害児が他の幼児とともに集団活動に参加できる
よう工夫する』行動の実行可能性を高める意図や統制可能感は変わらなかった。
　また、今回の結果で見る限り、実習時の担当クラス内における障害児在籍の有無が標的行動
の生起可能性を有意に促進する効果にはつながらなかった。実習の主目的が全般的な保育技術
の習得であるのでやむを得ない結果であろう。
　一方で、１年次における障害児保育の受講後に上昇していた自己効力感は、およそ１年後の
今回調査時にも維持されていることが確認できた。授業後の学習や実習などの学びの影響も
あったと考えられるが、学習直後の一過性の上昇ではなかったと言える。
　それでは、行動の実行可能性に直接に影響をおよぼす意図や統制可能感をさらに高めるため
には何が必要であろうか。一つには授業時間を増やして、さらに演習の内容を充実させること
があげられる。障害児の療育的な手法や他の専門機関との連携の在り方など、より多面的な支
援を学んだり、実習中に関わった障害児と実際にどのように対応すればよかったといった振り
返りの時間を設けることで、自己効力感の上昇につながるだろう。
　もう一つは障害児保育に特化した実習を行うことが有効だと考えられる。領域は異なるが、
長谷川ら（2015）は医学部学生に対して、障害児（者）に対する臨床実習を行い、TPBに基
づく質問紙を用いてその教育効果を評価している。標的行動は「自身が勤める医療機関を受診
した障害児（者）を分け隔てなく診療する」であった。結果は、すべての要因で実習前よりも
実習後で有意に上昇した。この臨床実習は、障害児に特化した実習内容であったので、効果が
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高かったと考えられる。保育士にとっても、障害児保育に焦点を当てた実習、実践が重要であ
る。２年間という短い期間の中に障害児保育を主として学ぶ実習を行うことは、時間的には難
しいかもしれない。しかし、医学生に対する上述の研究では、１日のみの実習であった。講義、
見学だけでなく、実際に障害児・者と触れ合う時間や保護者から話を聞く時間を設けている。
内容を充実させれば１日だけでも非常に高い効果が得られるのである。同じように、保育士資
格にも障害児に対して短期の実習を行う意義があると考えられる。
　現在でも保育士養成課程で施設実習として障害児施設に行く学生はいる。本研究の対象学生
は障害児施設に行っていないため、その効果については分からないが、施設実習による学生の
意識変化を示した研究（大和田ら，2014）では、障害に対して先入観をもっていた自分に気付
いた学生、関わりの面白さを感じた学生など、約７割の学生がプラスのイメージに変化したこ
とを示している。また、池田ら（2015）も施設実習を行うことで、障害児・者に対して肯定的
な意識へと変化したことを報告している。これらの研究からみると、態度に関する上昇が期待
される。統合保育に関わる実習を行えば、態度の上昇が促され、意図の上昇につながり、さら
に具体的な統合保育の実践について知ることができれば、統制可能感の上昇も期待できるので
はないだろうか。
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